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:旧学会雑誌j  6 8卷 7 ，8 号 (1975年7 ，8 月）

と判定する。

論文審3^担当者 i 在小尾恵一郎 

' 副 丧 i t村江太郎 

副査尾 P i 厳

鈴木守君学位授与報告

報 む 袖 巧 
学位の f S 類 

授与のi明旧 

学fなi 命Jlc題名

甲第429号 

経済学博-■!: •

昭和50年 3/：] 31日 

「外部経济と辟:済政策J

内 容 の 要 旨

「外部経済と経济政策J 論文要旨

鈴 木 守 ..

木論文は，従來の経済学では比較的#閑視されてき 

た外部効果の問題について，その；0{論的解明を行うと 

ともに，政娘的に意味のあるめ部経资化り方法〜特に 

畑制政策の有効性を明らかにしあわせて,外部効果 

をめぐる現まの諾問題に対する解决策を提言したもの 

である。以下，各章ごとにそ耍t rを述べる。 .

第 1 章 外 部 経 済 論 の 系 譜 ■

多く b 経済？5動は，その当者に対•してのみならず, 
.ポ三者や社会全仏にも何らかの影辨を与える。この糖 

の問題を初めて経済'テ-の課題として取り上げたシジウ 

ィ.ックの指摘，外部経済という言禁を最物に用いた'^ 

" シャルの主張を紹介し, 次いでビグ- "によって,そ 

れが市場機描の内在的欠略のfiび題として正しく位置づ 

けられること，まナ̂ ミードによって',，それを是正する 

手段としての租税♦補tyj金政策力徹密に論証される次 

第を明らかにする。

第 2 章外部効特質と政策的合意  

木章ではまず，技術的外部効;S iの恃質に留意し，し 

かもをま関数のー‘次同次他を仮5[^せずに,外部効果を 

合むパレート最適の必要条汁を2'I? 出する。次に,外部 

効果の結合供給としての侧而，公兆財としでの,侧面に 

作ロして，それぞれの殺適条件をホめ，またコーズに 

従ゥて，外部効果の勉理が，資源配分上の問題にとど 

まらず，分配n u題とも不可分の関係にあること,を明ら 

かにする. ,

贫J 3 章内部経済化の理諭的基礎

まず粗我. 補助金政策I'こついて, 一般的なモデノレで， 

税 •補助金率をまめ，実施上り間題点を指摘する。次: 

に, 適!?]なノ が設定されれ当事者蘭をまでも内'

-Jf5化できること’を明らかにし最後に,公共財的 

部効果については, 理論上も実擦上も! !制政策力5有をi r  

な-とと女一般イ匕された次#理騎を踏まえて論SEする。

第 4 享過密ど過棘め外部効果 

. 以下め諸ぎでは, 外部効果をめく、、る其体的な諸向題 

の分析と対策が示される。本章ではまず, 都市化め主. 

因が金钱的外部経済である集積の利益tこあることを速 

ベ、そし社全的共通資本めキ • v ' ; ジティ一と( t)関連 

で過审，過練を定義したI ' t ? ,  ‘ V 、おゆる雑税 0 問 

地域間の么> ★ 投資配分のあり方等を檢討する。

■ 第 6 享 開 発 刺 益 と 士 地 政 策 ' ■ 

開発利益も原理的には金銭的外泳経済^ ^ )~ - '^である. 

が, 土地の売貿カ觸にじか行われない等のために，土 

地には市場力ニズム力，、十分働かず, したが)つて開発 

利益には非市場性ヵ哺い。をのような市場の不備を捕­

っ て士地の有効判用を促し，開発利益め一部を確実に 

吸取する方法としで, 国定資座税め活用が提唱'される。.

'第6章日照問題と家計處棄物 ’ ,

日照問題を加害者と被害者の確定してi 、る外部不經 

済ととらその解梭を当事きの交渉に委おふとしそ 

も, 適切な環境基準のfる定と分配上の配慮が不可欠な 

こと，塵芥，尿尿M理をつ い て は ,:そ;^を公共Itの 供- 

給とみる前に，塵芥. 揉尿め排出自体を家計め生みttj, 

す外部不経済とする見方が必要;^ぶとが指摘される◊

• M マ章産業公害i 企業責任 

第 3 -為ミで詳論した理論的背景もとづいで，しかレ 

経済学孝の通説に反して, 库業公害対しては，個別 

規制と蘇争促進政簾で適切なM i lと：公平)̂ {費用負担が，, 

達成されうることが明らかにされる。 ‘

； 第 8 章 ®然缚境の保全と開発.

自然*文化傑境を'-度破壊されると再生産のできな 

い資源としてらとえ,しかもその一部は生産耍素としメ 

て, 他は直滋消費財として需襄される点着目して， 

それらの最適利用の方途を考える。 ’

第 9 享 教 育 fD外部経済と，費用負担 

教育について，もしぱしぱ外部経済が指摘されるが,

礎教育で得られた知識の無償佳撒高等教育で稀に 

随伴する新知識め開発などを別にすると, 技術的外部, 

絡清は認め力;たい。をれ故，外部経済だけでは教育ひ 

公費;^まを謝明できないことが示される6
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学 位 授 与 報 告

，論文審査ゆ要旨

現代社会における経濟問遊への政策的接近れ齋しさ 

は，それが市場機能を超えた問題をはらんでいるから 

である。そのことは，「i1ず場の欠落Jとして明らかにさ 

れたととであったが，土地問跋日照権問題，廃棄物 

iLし现問題など過密都市問題に-^括される問题广さらに 

現代社会の大きなテーマとなった公害問題登場は, 

ごれらの問題に対して経済学の分析用具がどと± で有̂ 

効セ'ま_；るかを示すととザ、もあつお。 '

鋒木君め圭i f文はこうした問题意識にたって,外部 

経済論の先鉱的藥辕を迫求し，整理した上で、,今日的 

間題に何らかの政策的結論を与えようとしたもめであ 

，.る:。 ...:. .:'.シ.、 ’：• .，....： ' ' .
し: ^ がって, 翁 1 章 . 第ク章 . 第 3 章{>み，生として 

外部経清論の；a r i f ⑥展⑥にあてられ, 第 4 章以降はそ 

の応用編セある。第 4 ぎ ，第 6 享ぼ, 過密 • 過練 • ±  

地問題をとりあげ，策 6 章 ，第マ章，第 8 章は傑境間 

題を中心にし第 9 室は教育問題を分析し't ：いる。

J[£；用IHほまさだ理論の適用で、 るから，必ずしもす 

ベての外部経済問題をとりあげる必要ほないかもしれ 

プ£いが，いささかとりあげナこダーマ;iも普ぎ関心に 

のみ依存し体系性を欠いた憾みがないわけ■ではない。

以下その論述をつてみJ：う。

第 1 享外部経濟'論の系譜

多くの経済活動は, たんにその当ま著に対L >てのみ 

ならず，本来そ、の経済活励と無関係の第三者％ 土会 

全体にも何がしかの膨響ぎ及は*す。外部効果の問題も 

ネこにるが,ここではそれを経済学のぽ題としで最 

初’に取:り上げたH  . シジゥィ4 >クめ横摘をまず紹介す 

る。次いで, 内部経済に对V t 外部経済いう言獎を 

ホめて用いたA ' マ— シギ.ノレ0 生張を詳しく紹介1>な'' 

がら，彼が, それを社♦ 全体り発展に伴う個別:業め 

金銭的節約意味に用いていたととを明ら、にする。

こような理解は, J • ヴァイナ一を経て，A ，c ‘ . 

ピグぺ'こも一部踏襲されるのセ;fcるが，同時にピ，グ一 

イ こよって， ’外部M 资は，市場メカュズムの機能不全0  

間題として，すなわち彼の言う私的純限界^^産物と社 

会的純附界生ま物のさ1̂雕の問题として体系的に分析さ 

れ，力、つ1Cしく位置づけられる。この意味での外部効 

果を適切に勉理する手段として彼の主張する租税‘補 

助金政策は，後にJ ‘ E  . ミ一ドによって，生;II関数 

の次同次他という仮走は置かれたものの，理論的に 

は嚴密にgj証さ；K , 力、くてようやく外部経済論は，経

55(̂ 55)

済学の一•角に,今や無視することめできない地位を固 

めることになる。最後をこ，マーン*̂ ^メレの外部経済とピ 

グー，ミ*-ドfO t、味でめ外部経済の差異を明確にする 

ために'，T • シトフスす一に従って，金銭的外部経済 

と技術的外部経済の意義を明らカボしてネ享は終る。

■ 第 2章外部効果の特質と政策的含意

本章やは, : まずもやて,前節で明らかした技術的 

外部経済め於質に留意しつつ,しかもミてドのように 

生関係の一次同次性を仮定せずに，外部効巢を含む 

パレー' ト最適の必要条件を求め, 租税’補助金政策の 

論拠を明ちか•ずる。次に, 外部効果め’縛合供給とし 

ての側面を摘出しプ-rシャル以来の結合供給の极い 

方を踏まえ, しかもJ . M * プキャナンの示唆に従ゥ 

て，それを政策的に意味のるものK1#正しながら， 

副廣物とし’て goodaを結合供給する場合，bsidsを結合 

供給する場合のそれぞれについて, その理論的背景と， 

その政策的帰結である内部イ匕の意義とを巧ら力、にするt 

続く 3節では,その効果が多数の経ね主体に無差別に 

及んで,特別の費用をかけないかぎりその影響を徘除 

できない場合,すなわち公共財的な外部効果を取り上 

げて, - ' # 的な最適傘件を導出する。併せて；この種 

の外部不経済(公害）については,その発生觸におい 

て内部化をはかること(発生者担の則〉が重要な政策 

的意味をもつととを示す。次に,外部効果の越理をた 

んr 資源配分上の問題と考えるだけでは政策手段は一* 

養的には決められず, I ；たがって意味のある政策論を 

導ぐには分配の間題を考慮せざるをえないことをせ， 

H ，コズにP マて明ら力Hこし, 最後に,外部不経済 

と社会的費用の差異に4>れる。

'第3章内部経祷化の理論的基礎;

まず租税• 補助金政策5̂こつい.て, 一̂般的1̂̂ :モデノレに 

よゥて税率および補助金.率を求併せてそれを実施 

する上での問題点を指摘する。次、、で,当ぎ者間を渉 

についても, 適切なル‘ ノレが設定され,かつお互いに 

価格受容者’としで行動するならば，租税•補助金政策 

の場合とまたく‘同様にパレート.最適が達成されるこ 

とを, 根岸隆教授従って明らかに:する,レかレなが 

ら, たとえ適切なル" ルが定められy?とm も, 部 

効果が多数の経済主休に及ぶ場合には当事者間渉が 

機能する余地は少なく，むしろ交渉の余地のない行動 

基準, :すなわち规制政策が檢討されざるをえなレ、，そ 

とセ3節においザ, 多数め経族主体itlb ad sが疚ぶケ 

一スについて規制政策の経済的韋義を檢討し，続く:4 

節で:，規制政策を積極的に■支える理論として，一給匕

‘ ,1 U レで ;
鶴 激 懷冬! さ想fし，燃 *̂.巧，ン.ポ?サ*巧"̂ 懷 ？9 怒 想 聊 リyふけAサ 源./ふ
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された次善理論を定武化する。すなわち， リプシーュ 

ランカスターの命題に■反して，経済活励分野の--部が 

鋭制されて、、ても他の分微でなお限界条件が満たされ 

ていない場合は,競争の促進によってバレート最適 

の達成が可能なことが論評-される。 この命題は，. 職  

の-rlf期が決して完全でないということを考えると，ひ 

とり公害政策についてのみならず,広く産業政饿全般 

'についても極めて重要な政策的意味をもつ ,ものであり， 

また本論文☆休を通じて捉される媒制政策ならびに 

競ホ促進政ffが•>理論的ぶ柱をなすものである。 

t i U 章過密と過練の外部効果 

以下の諸章では，られまでに明らかにされた外部効 

の將賞と内部イ匕の现論を踏まえて，’外部効果をめぐ 

る道要な政策課題について , ■その解明と政策捉言がfナ 

な:われる。 b かも外部効果の解決にあたっては,資源 

配分上の効率 i 所得分配上の公平とをぽり離して論ず . 

ることは無意味に近い。そこで以下においても，具体 

的に政策論を展開するに際しては，その背後にちる価 

値 -判断を明テfくしながら，効率はもとより，公平につい 

ても，多くの人々を納得させうるような解決策を探究 

していかな'けれぱな .らないが，意味のある政策論はそ 

C0 ような切( i场の中からしか出てこないであろう， 

というのがここでの驻ネ的な理解でもる。

まず1節では，都市化の主囚が金銭的外部経済の-  

ぅでホ)る盤漠の利益にあること, しかもそれは，地域 

間の所得格差のように人口の都市集巾によって均衡'の 

得られる耍0 のみならず,選択の利益や接触の利益と 

いった所得の増大によゥてますます高い評価を受ける 

要因にも依存しているために,,都ホへの人ロ移動の均 

衡がお易に得られないこと力，ポされる* 2節では，社 

会的共通資本許料量との兼ね合いで過密問題が定義 

され, 与•えられた社会的共通資本の最適利用のための 

政策がいわゆる混雑税の問題として明らかにされる。 

次いで，社会的共通資本を可変的なものと港えた場介 

の地域問の公共投資配分のり方が過棘対策とのかか 

わりで梭討される。そこでとりわけ1E要な問題はを通 

輸送網の館倘であり, それについては,公共財の性質 

をもつ13!定費と一般の経常費とははっきり.区別して吸 

众担の原則を明7了くすべきことが主張される。

第5章開発利益と土地政饿 '‘
DH発利i ■セもI京理的には金銭的外部経済の一*つでも)る 

力;，実際には，土地の売買が稀にしか行なわれない等 

のために，.土地について.はT[?場メ，"力，ユ.ズム力VI"分に機 

能せず，したがって，辦尖上開発利益が非ホ場的な侧

而を強くもってぃるととが指摘される。続く 2節で，, 

わが闻の地価高騰の原因が需耍，供給の雨面から分析 

された後，土地につぃても市場メ力二ズムを十分に機 

能させ，力の開発利益の--部を確突に吸し、上げる手段 

として，士地のISI定資産税を士地のn̂i:価 （公示価格）に 

リ ン夕されて徴収すべきことが扼だ，され，併せて地細 

に作う著しぃ分配の不公平を'足正するために,現 

樊しキャピタル * イ ンにつ'/、て は贈#税に準じた 

税率で分離課税とすべきととが生張される。なぉ，次 

善理論にのっとった土地利用躲制の必要性ほ4節で整 

理さk てぃる。 ‘ . .
' 第6 章’ 日照問題と家言I廣 雍 物 . ‘

昨今議論のやかましぃ日照Iほ題を，加宵者と被宵者 

の確;^ L てぃる外部不済としてとらえ,したがって 

問週の解決を当事者問の交渉に爱ねうるとしても，適 

切な交渉のルール（n照基準）の設定と，ビルの谷間に‘' 

找含れる低層住ホには分jfd上の配處が必要なことを述 

ベる。ちなみに前者につぃては，大都m とぃうi v られ 

'た立地のお効利用，オープン. スペースの確保といゥ. 

た観点から, 都心でぱn 照を儀牲にしてももる箱度の 

高層化は不可欠であろうし，また後者につぃては，高 

層化を行う側に彼さf地の買取りを義務づけるとぃった 

措置が必要であろう。

他力，’塵芥や保尿などの家Hi'廃築物に関しては，そ 

れらの処理を公共財の供給とみる前に，それらの挑出 

そのものを外部不経済とみて処理のあり方を宵検討す 

るとぃうのが, ここでの驻本もな視点である。私肖身 

が調づた東-京 . 大阪から鎌倉•.逗子に至る諸都市の傅.::.

際を紹介しながら，処理区域や下水道整傭費 

をも含めて，望ましV、鹿棄物処理のあゥ方を考える。’ 

第？章産業公宵と企業責任 

第3章で論証した理論的背景に従って，しかし経済 

学者の通説に反して，公言問題の適切な処理が規制政 

策によっても十分に可能なことが示される6 すなわち, 

地域ごと，あるし、は金業ごとに殼^^された辑制基準 

m ifiM o を厳守させながら，併せてす/効競争を促進 

すること力S 理論上も， 際上も，有効な公言政策た、 

りうること力’、積極的に生張される0 残された薄間は辕 

境並; のま定であるが，それはもはや滿済学の使域を 

はるかに超える問題でもるぃずれにせよ，定められ 

た规制基準をサるための四用は当®企業が負担すベき 

ものであるが, 鼓終的にはホ場競ホの中で吸収して、 

くのが受益f<l担の原则からみて望まIA ‘、，とぃうのが 

ここでの.幼論である。なお，’産柴立地政策や/ま業構造
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政策の韋要性に'^いては4節で偷ぜもれさ*

第8享. 自然環境の保きと開発V 

木章では，自然環檢や文化遗産の保全と開発の問題 

が检討される。そこでの木的な视点は；人為的供 

給可能な社会的；}1̂通資本とは異な力ズ一度破壊される 

とぼ生産の不可能な資源であろという点,しかもそめ 

部tゆ生摩要素という利用され,他はそれま体から满 

足を得る消得財とレで利用されるという点で,.これら 

の 特 質 を ま え た 上 で . 文化資海の最適利’用め間 

題が解明される。そして，生産要，として用いられる 

自然‘文化資源には何らレントが課されていないため 

r それらの湿用力'：生じているとして，W虫産不能めま 

然摄境やタ:化遗産の恩恵に浴している企業には,その 

地価にリンクして観光資源利用税を課すべきことが提 

P昌.される。他力，都-f|yにおずかに残された神社仏闕 

錄こ対しては，たんに©定資産税の减免にとどまらず, 

積摧的(<21補助金を支給すべきことが主藤されるが，も 

ちろんそれは綠樹の外部経済に注目してのことである6 

第 9-卑 教育の外部経済と費用負禅 

これまでの一連の議論とはやや趣きを異にするが, 

教育活動r もしぱしぱ外部経资が指摘され■るの力，最 

後にをの問題が換时される。確かにあ;# (甚礎)教育に 

は知!^ ,情報の無償毎mという無視できない技術的外 

部経降伴ゆ 、高等教育に関してゆ,時として教會 

の過程で新い知識が生み出されるという問題を別に 

すると, 重耍な外部経済ゆ認めが:たレ。をして世上論 

ぜられて、る高等教育め外部経済ゆそ0 はとんど力，、金 

健的外部経済にほかならない, とV、うのがCと力の主 

要な論旨である。したがつて, 高き教Wにがして国の 

なすべき財政上の配慮は, もヵぱら所得^^分配政策と 

して位置ずけらK るきものでをる。また, 初等教W 

.が無償の義務制とさ;}t るりも，その外部経済の故でゆ 

なく,:消費者主権対する政府のパク'-ナリスチィッ 

クな配慮の故’7?ある,という点にも注意が必要であろ 

う.。.'.. ' .，.，. ..
以上，，同君の立場は, 「たとえホ場の一部にパレ-*

■ト最適の達成を妨げるような制約条件が存在しても, 

残された分野で完全鋳争を庚現するととそt セ力ンド• 

ベストの達成に贝献するJ という次善理输を根底にお 

き，ホ場機構に委ねる部分と，規制を4,心とする部分 

とのニ.つの柱によって，’外部効果をもつ経済問題-に政 

策提言•をおなっているものである。

たとんぱ過密問題は,.社会的共通資本が木来ゥ許容

.m (Capacity) を 超 え て 利 用 さ れ ざ る を 得 な い 問 題 と 考  

免 , 社 会 的 共 通 資 本 め 利 用 水 举 を 過 密 の 一 歩 手 前 で 雄  

持 す る こ と を 前 提 に そ め 固 定 費 を 住 民 が ら 徴 収 し ， あ  

と ゆ 市 場 機 構 に 委 ね ろ と い っ た 政 策 で あ る 。 と く に ， 

大 都 市 の 新 規 流 入 者 に 限 界 費 担 に 代 る べ き 地 力 使  

保 有 め 提 案 は 风 魄 深 ぃ 。

この提言の基本原理はすべての政策に一貫して流れ' 

ており, 同君論文において首尾一貫性をもっている。 

廃棄物処理費用, - 公寄防止費用の:rま担についても，各 

權綴別の分觸を情l a に考慮しながら，適正な廣制鉴準 

の設定をすることと，それにともなう費/ミ担を市場 

機機によって配分する‘という政策が展開されている。

そ り 转 論 は , き わ め て 現 ま 的 で ま 行 性 の 高 い 妥 な  

も の と し て *多 く の 賛 成 を 得 る に ち が い な い 。 し か し  

な お ， そ れ ら 'め 提 言 が 時 に : よ っ て 論 証 を な お 要 す る 場  

合 が な く も な い 。 提 言 の 方 向 を 骨 子 と し て の み 示 し た  

と み ら れ る 場 合 が あ る か ら で あ る 。

その例をいくつかあげれぱレ巨大都r t J i i jにおける交 

通は，键^(€税的な発想で考えられる場合もあるヵ'、,本  

論に示すごとく, おき除原則の働かな、一あ道路につ1/、 

て, 同昇のV 、うような,輸送道路と生沾道路の分離は 

一つ© 方向ではあ; ^ が，きわめて困難であるし，駐Jf( 

禁l E も厳しくすることによみ‘てかえって無法駐単の増 

: 大ということも考えねばならなV \ さらに，高課税が 

産業界に起す種々の波紋は決してこの問題が直接的に 

結論づけられるものではないととを意味している。.ま 

た, 言都圏軌道交通の社会的費; n を，跟たして負担さ 

せられるもめでちるかも，：さらに:検討さるべき問題で

そ し て そ の こ と は , 時 に 同 看 の 政 策 提 言 が き わ め て  

理 論 的 に わ り き を れ て い る こ と で あ る A 現 突 の 政 策  

は も づ と 禾 IJ害 関 係 グ ル *-プ り 交 錯 の も と に あ り ， こ う  

す べ .き だ と V、 う 論 理 性 だ け か ら で は 政 策 的 ! ^ を 言 と し て  

な お 資 全 と は V、い 難 い 面 力 t♦る 。 こ れ は ISj君 力 觸 言 を ‘ 
導 き だ す 填 合 ,現 代 社 会 の 経 済 問 題 が ， 現 代 と ぃ う 歴

的 時 ;rま に•ね い て 登 場 Uて い る と い う 視 点 の 換 財 に お  

V、 て い さ さ 力 、稀 薄 な た め で あ ろ う 。 ざ ら に 政 策 的 判 断  

の 基 準 と し て ， 効 率 と 公 乎 を 重 要 な 基 準 と し て 認 め る  

こ と は 当 然 と し て ， そ の よ う な 驻 灌 が W6 lfai*e ；? : ぃ う  

甚 準 の 中 で , ど の よ 〉 な 地 位 に 位 置 づ け ら れ る か も , 
追 及 し て い く べ き 課 題 で あ ろ う 。 .

し か し そ れ は 今 後 ， 政 策 識 を 研 究 す ろ も の の 共 通 の  

課 題 で あ っ て ， 、現 代 の 経 済 問 题 ->の 理 !§}の 適 用 に お い  

て ， し ば し ぱ 十 分 な 検 討 が な さ れ る こ と が な い 段 階 に

5 7 ( 6 4 1 )
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おいて，同？]•の業績が，従来の成果をよくそしや < し， 

そこから政策的提言へと導く努力をしたことについて， 

高く評価することができる。よって, '傅-土号fらふさわ 

しいものと判矩する。 ’

論文審あt ilま 者 .主 査 大 熊 . 郎  

劇査福岡正夫  

副 查 加 藤 覚
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学位論文題名 r日本人ロの転換構造の分扩{_!

内 容 の 要 旨

「日本人ロの転換構造の分析J 論文要旨

黒E 俊失

日本人ロは, 第2次大戦後の短間に,その諸局面 

において極めて急激な変イ匕をポした。し力、しこ‘の人 

ロ変勤の,̂ -̂局面を長斯的にみると,量的変イヒはあって 

も本質的には変らない連続性をもヴた運動である。は 

ぽ1960年代において, この人口の諸局面は,長期的連 

続性の段階からようやく質的财匕をともなぅが転換J 

段階に移行し始めたとみられる。本研究は,:このよう 

なR本人ロ変動の長期波動的仮説を提起し,これを検 

証することを目的とし/こ炎態論的分析である，

ここでの r転換J は，いわゆる入《転換理論におけ 

る人口動態の転換のみならず,'.人口移動.や人:ロ構造等 

の転挽を包括した広翁のものモある6 本研究ぱ,人口 

分 m 1部)，人しI移動（第2部), 出生力（第3部), 人 

ロ構あ-(敏4部)，人口政策(第ち部〉の5部から構成され 

てぃる。，. •

人口移動に'ついては,後期はわたれま流となってい 

た嚴;K から邵TUへの移動パタ―ンから還流移動や都市 

問移動のパターンの多様化と人口分布再編連動め展開, 

人ロのィ情造の老ィN 匕め開始Cilltt構造的老年化), 出 

/J-力の新秩序形成の兆候等を獎誰的にあきらかにし， 

人口の•■転換J 的将徴を指摘した。

•最後に，現段附における親しい人研'究熟題として 

の人口政欲に論及した。国連世界人ロ会譲(1974̂ ) に

ぉいて討議される「世界人ロ行動計画」の国連に和け 

る密譲過程' 最近に:ぉる人口政策研究セ検討し人、 

ロ政策学の確立と統合原理としての人政策を展開せ 

しめると,との必要性をキ.張した。

論文審査の要旨

. 人ロは経済社会のま動と相冗依存の関係にるからh 

経済社会め変動Iこ応じて入口耍因がざのような影響を 

うけ,ネれがまた経済社会にどのような反作用をチと 

える.かほ, 人口研究の换本の課'題である。し:トがゥズ 

描済社会め变動が人口に作;f iし人口諸妻因を?^勤せ 

しめる姿を幽きだすのは，人P1学の基本! "な研?^嶺域

- おる 0.. ニ.バ. . . . 園 .

論文は人口変動の構造体系を明確にとらえ，そ9  

変動形態を人口の!̂ 換構とし '̂C者察しようとする6 

そうしぉ理論展開^̂ 加え七, とぐ日 ‘本入口め実P 分- 

析をと りあげるが, その祝野広く，各S の生妻な文 

献を截理するなかがら, a本人ロの変動機造ホ浮き厥' 

りにしてA/、く'。そして♦日の国際的問題としズ討譲さ 

れていろ人口政策' め動尚を"さ々 "り,.'政策論め体系化-.

を志向しで，人 ti学の新分!^⑩開こうとする 。 - '  

ここで，’まず人口ま動の基本：をとらえをと，人口变 

:動とは所与のA ロ親摸（人口の静態統計によっセ, km.

年蹄別に組スネたてられた人口糖造を、、う） {̂ヒ人口め勤態変’ 

化 （人口増加ニ自然増加+社会增加加えられて，人口 

構造jb，、変動していく姿を指しセいう》な，かでも，人口 ‘ 

察動による社会増加が若年#®6力めような特定の年!̂  

l i をと起こると, 流入，流出，商ilk域の年齢構造が変化‘ 

することは,:まもなく出生や死亡に影響をおよぽすこ 

とtとなる。こうして入ロ移動と、う社会変動め結集が‘ 

自然増加(出k と死亡の整)を刺激することになり，.とれ 

お嗽 ,合されセ人口構造力;過去り延長から脱しで,.新 

しい疲階に突入すると，入口構造め檢縫、を褒える？̂と ， 

になる。著者はこれを人口の魅換機造とfギぶ* ' ■ ■

これ̂まで.にも人口研究には長い歷史力;.もるが，これ' 

までほ慨して人ロの局部的な分析がなされてきた。た 

とえぱ, 17世紀のとろには,焦点ゆ総人口の增加形態 

が考察されるとか，死亡表の観察力あるとか,もらぱ 

ら人口の--要因をとりもげX の分析セあみた。経资社' 

会が未拓達でり，人ロ媒模も小さく，豊富な土地が’ 

前提とされる̂条徘下力は, をれ’も当然のことと考■えら 

れるが, 日のように人ロが世界的規模でとり. あげら. 

れ,全地球的斑境との関係がらも重翦課題として論じ 

られる時代になると，人 P Iの経资社会との接触の場は:

5 8 ( 碰 )
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